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農研機構の震災以降の取り組み

H２３年 文科省、農水省の緊急予
算による研究の開始

土壌学、作物学、農業工学、
作物栄養学が中心となり取り組む

H２４年 福島研究拠点に農業放射
線研究センターを立ち上げ

研究員４名を農業放射線セ
ンター専属として２４年度内に配置

H２５年 放射性物質分析棟を新設
任期付研究員６名を採用

個人の震災以降の取り組み

H２３年 ３月２１日に岡山での日中

合同セミナーにおいて植物栄養学者
への連携呼びかけ

福島県内３カ所において栽培試験を
開始

H２４年 試験地を１カ所複数圃場に
して継続

H２５年 農業放射線研究センター、
センター長として赴任

H２６年 農研機構「放射能対策技
術」研究推進責任者

現在にいたる

震災前の関連した取り組み

微量元素の植物による吸収メカニズム、根圏環
境制御、放射線取扱主任者
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農業人口および農業生産額

順位 都道府県 農業人口

1 茨城 113,287

2 北海道 111,324

3 福島 109,048

4 長野 100,244

5 新潟 98,988

6 千葉 93,901

7 岩手 89,993

8 熊本 87,136

9 青森 80,483

10 栃木 79,881

11 愛知 77,359

12 鹿児島 74,364

順位 都道府県 農業生産額（億円）

1 北海道 9950

2 茨城 4310

3 千葉 4050

4 鹿児島 4010

5 熊本 3070

6 愛知 2960

7 宮崎 2960

8 青森 2750

9 新潟 2560

10 栃木 2550

11 福島 2330

12 岩手 2290

2010, MAFF, MIC



放射性物質の飛散と降下が発生
した時点での農地の状態が、その
後の対策を考える上で重要。

水田は代掻き前。苗の準備前。

畑は牧草地、小麦畑を除けば播
種前

２０１１年３月の福島での風景

http://www5b.biglobe.ne.jp/~jakot/hhy_3/



柿 （福島、３月２日）

http://www5b.biglobe.ne.jp/~jakot/hhy_3/

茶園 （東京、３月）

http://www.city.iruma.saitama.jp/kankou/genkinairuma.html

２０１１年３月の広葉樹、常緑樹



震災直後の状況

100 Bq/kg超過事例を抽出

http://www.craftmap.box-i.net
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1 3 3Cs施用量： 5 3 6 0  (μ g /m 2 ) 

施用方法 施用方法 

• 安定同位体セシウム（ 133Cs）を土壌あるいはチャの葉面に施用すると、施用
１ヶ月後の移行量は、葉面散布で多くなり、土壌からはほとんど移行しない。

茶樹における放射性セシウムの分布と対策技術



• 一番茶摘採後の
放射性セシウム
は深刈り面より上
に37%、中切り面
より上に74%が存

在しました。これ
らのせん枝処理
で樹体から放射
性セシウムを除
去できる。

（野茶研）

茶樹における放射性セシウムの分布と対策技術
足柄茶の除染対策の確立と出荷制限解除の実現 

○ 震災発生後、福島第１原発事故により放射性物質が拡散。H23の一番茶新芽から放射性セシウムが検出。１０

市町村に出荷制限がかけられた。県農業技術センター足柄地区事務所では、Ｈ２３年５月から、研究と連携した
除染技術の確立と、これを基に普及指導員による出荷制限解除に向けた技術対策の指導を開始。 

○ 除染に向け、普及指導員が技術対策資料を作成し、各地区で講習会・実施指導を行った結果、茶を栽培して
いる全市町村で除染対策を実施。 

○ こうした取組の結果、放射性セシウム濃度は８割減少し、１０市町村全てで出荷制限が解除。 
 

1 

神奈川県 

具体的な成果 

１ 茶の除染対策の確立 
  
 
 
 

２ 農家の理解を得て、対象全市町村で対策を実施 
 
 
 
 
 
 
 

３ １０市町村全てで出荷制限が解除 
 
 
 
 
 

普及指導員の活動 

平成２３年５月～ 

（５月に茶の暫定規制値超過による出荷自主規制、６月に出荷制限
指示に基づく指導がかけられる。） 
■ 出荷制限解除に向けて以下の取組を開始 
 ①研究と連携した原因究明及び農家への説明 
 ②研究と連携した除染技術対策の確立 
 ③農家向け除染対策資料の作成、市町村、 
   農協等と連携した講習会、現地実施指導 
 ④放射性物質検査用試料のサンプリング 
 
平成２３年８月～ 
■ 放射性セシウム濃度の測定結果を受け除染効果を確認 
 
平成２３年８月～ 

■ 出荷制限解除に向けた解除検査への協力（生産者及び関係機
関との打ち合わせ、サンプリング圃場の選定、摘採、荒茶製造へ
の立会等） 

 

■ 農林水産省や茶の研究を実施する県農業技術セン
ター北相地区事務所が示した除染技術（中切り更新）を地
域で実践するため、作業の時期や具体的な方法を検討。
これらを農家にわかりやすく解説した資料を作成。 

■ 除染技術の核となる中切り更新技術は、翌年
度の収量が低くなる等の懸念があったが、確実
な除染に向け、普及指導員が技術対策資料を
作成し、各地区で講習会・実施指導を行った。 

   結果、農家の理解が得られ、出荷制限対象の
１０市町村を含む茶の出荷のある全ての市町村
で除染作業を実施。 

普及指導員だから出来たこと 

・専門技術を持つ普及指導員によって、放射性物質による汚染とい
う前例のない緊急事態にも的確な対応が実現。 

・公的機関であり、日頃から農家とのつながりを持つ普及指導員だ
からこそ、収量の低下を伴う除染対策にも農家の協力が得られた。 

現地指導の風景 
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■ 除染作業実施の結果、放射性セシウム
濃度が８割低減し、１０市町村で出荷制限
が解除。 

(Kanagawa Pref.)



桃の枝の断面 放射能分布

桃の主幹

福島県農業総合センター

放射能分布 重ね合わせ 実写真



http://item.rakuten.co.jp/hana-online/shibugaki_atago/

手 高圧洗浄機

ぶどう、梨、桃、りんご、柿、
桃。。。栗はx

表皮剥ぎ／樹皮洗浄



http://www7a.biglobe.ne.jp/~enjoy-fruits/kaki.files/kaki.htm

Decontamination of pair tree by scraping off the bark of pair treee

（Fukushima Agricultural Technology Center)  
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* １０アールの果
樹園で５−１０時間、
１０００−３０００リッ
トル

福島県農業総合センター

梨の木の樹皮はぎによる放射能の変化

ビフォアー アフター

表皮剥ぎ／樹皮洗浄



水稲の移行係数は0.1を超える報告は無い。
土壌の放射性セシウム濃度が5000Bq/kgであれば、
玄米の放射性セシウム濃度は500Bq/kgを超えない
はず。

移行係数=植物の濃度／土壌の濃度

過去の知見に基づく判断（６０年代
の日本で行われたポット試験、チェ
ルノブイリでの知見）

水稲作付け制限へ



2011 2012

作付け制
限
全量生産出荷管理

FDNPP

8,500ha → 7,300ha

水稲作付け制限区域（２０１１，２０１２）



佐藤知事による福島県農産物の安全宣言 （日付）
（その基準は500Bq/kg。その基準に対しての安全宣言の根拠は不明。
500Bq/kgは緊急的な措置のはず）

（それでも）500Bq/kg超過の玄米が残念ながら産出。

原因究明へ

玄
米
中
の
放
射
性
セ
シ
ウ
ム
濃
度
（
B
q
/
kg

)

土壌中の放射性セシウム濃度（Bq/kg)

玄米の放射性セシウム濃度と多地点の土壌中濃度
には、明確な相関なし

http://wwwcms.pref.fukushima.jp/download/1/youinkaiseki-
kome130124.pdf

移行係数を制御する要因の解明が必要

福島県農産物安全宣言。。。



http://wwwcms.pref.fukushima.jp/download/1/youinkaiseki-kome130124.pdf

土壌の交換性カリ
含量の目安
25 mgK2O/100g

24年作の各県指
導に活用

（中央農研成果）

植
物
へ
の
移
行
の
し
や
す
さ

移行係数を制御する要因

方針：
１）土壌の濃度を下げる
２）カリによって植物への移行を下げる



Mineral content of plant shoot on dry weight basis.
植物に含まれる元素



土壌の物理的除染（表土はぎとり）

福島県農業総合センター



水田二段耕プラウによる表層土の埋却

中央農研 (2012/10/26楢葉町）

下層土の赤土が
表面を覆っている



放射性物質を含む表層土壌を混和してしまった場合に.

組成別の放射性セシウム分布 それぞれの組成での放射能

(重量ベース: Clay 4.8%, Silt 29.6%)

農村工学研究所

土壌の物理的除染（水による土壌攪拌除染）



土壌の物理的除染（土粒子の分級）

農村工学研究所

Copyright. 2010. Colorado Master Gardener Program, Colorado State University Extension.

ここを取り除く（放射性
Cs密度が高い）

ここは残したい（地力維
持、廃棄物減）

土粒子の混入が無いよ
うにして廃棄する

排液の基準（Cs１３４ 60Bq/L, Cs137 90Bq/L以下, 環境省ガイドラインH25.3）



土壌の物理的除染（土壌撹拌ー代掻き除染）

農村工学研究所（南相馬にて）



土壌の物理的除染（土壌撹拌ー代掻き除染）

農村工学研究所



ひまわり栽培で52Bq/新鮮重

土壌から0.05%の除去

大量の低濃度廃棄物

ファイトレメディエーション

NARO Tohoku Agricultural Research Center

0.05%

振り回される対応



農作業時の農地からの被曝抑制のための除染→（表土は
ぎとり、反転耕）

食品への放射性セシウムの移行抑制のための除染→（表
土はぎとり、反転耕、樹皮はぎとり、せん枝）

農産物への放射性セシウムの移行抑制のための対策→
（カリウム投入）

農産物の管理のための対策→（全袋検査、食品の加工で
の放射性物質の挙動）

放射能の影響：外部被曝、内部被曝



全袋検査



26年産米の作付制限等の対象地域 （25年産との比較） 

作付制限 

福島第一原子力発電所 

 作付・営農は不可。 

作付再開準備 

  管理計画を策定し、作付再開に向けた実証栽培
等を実施。 

全量生産出荷管理 

 管理計画を策定し、全てのほ場で吸収抑制対策
を実施、もれなく検査（全量管理・全袋検査）し、 
順次出荷。 

農地保全・試験栽培 （26年産で新設） 

  除染後農地の保全管理や市町村の管理の下で
試験栽培を実施。 

福島県 

25年産米 26年産米 

H26.3.7 農林水産省

6,000ha → 2,100ha



27年産米の作付制限等の対象地域 （26年産との比較） 

作付制限 

福島第一原子力発電所 

 作付・営農は不可。 

作付再開準備 

  管理計画を策定し、作付再開に向けた実
証栽培等を実施。 

全量生産出荷管理 

 管理計画を策定し、全てのほ場で吸収抑制対策
を実施、もれなく検査（全量管理・全袋検査）し、 
順次出荷。 

農地保全・試験栽培 

  除染後農地の保全管理や市町村の管理の
下で試験栽培を実施。 

福島県 

26年産米 27年産米 

2,100ha → 2,100ha



成果

震災後の玄米の放射性セシウム濃度の変遷（福島
県）

５０Bq以下 ５０−７５Bq/kg ７５−１００Bq/kg １００Bq/kg超過 総検査数

平成２３年度 実数 20,295 364 219 311 21,189

割合（％） 95.78% 1.7179% 1.0336% 1.4677% 100%

平成２４年度 実数 10343548 1678 389 71 10,345,686

割合（％） 99.98% 0.0162% 0.0038% 0.0007% 100%

平成２５年度 実数 10951351 492 323 28 10,952,194

割合（％） 99.99% 0.0045% 0.0029% 0.0003% 100%

福島県HPより作成

２８袋中２７袋が同じ地域



平成２６年度の玄米全袋検査では基準値超えは０

震災後の玄米の放射性セシウム濃度の変遷（福島
県）

５０Bq以下 ５０−７５Bq/kg ７５−１００Bq/kg １００Bq/kg超過 総検査数

平成２３年度 実数 20,295 364 219 311 21,189

割合（％） 95.78% 1.7179% 1.0336% 1.4677% 100%

平成２４年度 実数 10343548 1678 389 71 10,345,686

割合（％） 99.98% 0.0162% 0.0038% 0.0007% 100%

平成２５年度 実数 10951351 492 323 28 10,952,194

割合（％） 99.99% 0.0045% 0.0029% 0.0003% 100%

福島県HPより作成

成果



成果のはずだったのですが。。。。

平成２６年度の玄米全袋検査では基準値超えは０ → ２



現在進行形の問題

除染後に導入される客土の問題
除染と営農再開のタイミングのずれ
人口密度の低下（営農活動の低下）→鳥獣害





客土

表土はぎ取
り後の土壌

除染後客土の実態



［問題と対策］

除染後農地は肥沃な表土の剥ぎ取りと客土材の投入により、地力の低下が懸念されている。営
農再開に向けて地力を回復させる必要がある。

１．除染後水田実証試験

試験場所：川俣町山木屋地区
対象作物：水稲

試験区
・慣行区
・堆肥区
・土壌改良資材区

・生育調査・収量調査
・栽培前後の土壌化学性分析
・土壌溶液中無機態窒素調査

除染後水田の生産性評価および資材投入効果の確認

２．ポットを用いた土壌化学性評価試験

試験場所：福島県農業総合センター(郡山市)
対象作物：コマツナ（ポット連続栽培）
供試土壌：農地土壌と客土の混合土壌

・生育・収量調査
・栽培前後の土壌化学性分析

客土材の混合割合が生育および土壌化学性に及ぼ
す影響を確認

カスカスの客土。。。肥沃度の向上を



１０m x １０m x ５cm = ５ トン (sp. 1.00)

福島県全体で２２００万袋

１アール

剥ぎ取った土、雑草、山林の落ち葉（２０m）





仮置き場のために整地された水田



除染廃棄物の処理を考えるときに

コスト
移動に要する経費
移動に要する時間

保管期間
保管期間中の線量低下（想定されていない）
廃棄物の再利用は想定すべきか

１００％除去は不可能（実際に行われていない。森林内部は手
付かず）

損害（汚染）を許容してもらうための賠償

質問タイム



いまだに発生する基準値超え
１）自然農法（有機・無機を問わず肥料を投入しない）。。。。
カリウム不足？（H25（福島市）１例、H26（福島市）1例発生）

２）カリウムを栽培前に投入してもすぐ交換性カリが低下す
る。。。。カリウムの極めて早い土壌からの流出か？

３）降下物（？→H２３に発生）

４）水？（営農再開している地域の用水では水稲に影響を及
ぼさない。ただし、ポット試験の結果）

５）土壌有機物（草地では高濃度汚染した有機物層が混和さ
れずに反転耕で下層に存在することが問題に）

６）あんぽ柿（限定した地域でのみ営農再開）

７）山菜（林内畑もあった。伝統食文化は復活可能か）

今後 対策に不備はないか？



いつまで移行抑制対策が必要なのか？
土壌の放射性セシウムレベルと土壌から植物への移行係数

の掛け合わせで決まる。
十分に放射性セシウムレベルが低下するまでは適切なカリ

ウム供給が必要。（お金がとてもかかる）

外部からの資材投入ではなく、地域循
環型のカリウム持続型の対策技術が
求められる。たとえばワラの還元は重
要な技術。（ワラは販売可能なのに）

長期的な営農対策は？



農林水産省H26.3

水田に流入する用水中の放射性セシウム



農林水産省H26.3

用水の影響は溶存態であれば認められるが、土壌にカリを施与することで玄米
への移行は抑制される。

水田に流入する用水中の放射性セシウム



食の安全・安心財団http://www.anan-zaidan.or.jp/column/index.html

前提
K40とCs134, 137の放射線の影
響が同じとは言わない。
人工放射能の放射性CsがND以

上含まれていることを大丈夫と
は言わない。
全袋検査を行う。

会津と中通りでは放射性物質濃度には違いはない。
全て基準値以下。全てNDになればよいのか？NDの基準をどこに置くのか？
実需者（消費者）はどこまで求めるのか？

風評被害として認識されるデータ



米と土壌のセシウム137濃度（全国平均）の推移（農環研）

最大の平均値

最低の平均値

基準値

2011年の平均値

過去の日本における放射性セシウム汚染



チェルノブイリ
外部被曝と内部被曝
内部被曝低減に注力

農産物の制限と一部のモニタリング
砂質土壌と有機物を多く含む土壌の問題

土地再生へのこだわりは低い
避難区域では回復は行われない
東ウラルでの事故を参考（MAYAK）
線量に応じたリスク管理ーコスト計算
居住地のみ表土剥ぎ取り

福島
外部被曝が中心
内部被曝は低い

農産物の制限と徹底的なモニタリング
多くの土壌型では植物への移行は低い

土地再生へのこだわりが高い
第一原発のフェンス際まで回復
チェルノブイリの経験を参考
コストベネフィットは第一に考慮されない
表土剥ぎ取りが広く行われている



2014.10.17 双葉町 （帰還困難区域）



2015.07.17 大熊町 （帰還困難区域）



カリウムの投入をいつまで続けるのか？（賠償金はいつまで？）

全袋検査の機械の保証は５年間。そのあとは？（賠償金はいつまで？）

問題は稲だけではない。営農再開した場所においても、いまだに基準値
超えが頻発する牧草、平成２６年度も基準値超えの大豆、出荷制限のあ
んぽ柿、山菜、きのこ、ジビエ

どこまで営農再開を進めるのか？そのロードマップは？
原発周辺の降下物、水域、高線量
そこでの農産物は基準値以下を保証できるか？

鳥獣害が阻む営農再開（イノシシ、サル）

売れない米
戻らない人口
賠償

小さな声を大切にすることが、地域の復興を妨げるのか？
福島は復興してはいけないのか。
復興する陰に不安、不信が残される。その認識と許容。

残された問題



１）風評被害ーリスクを避けることが風評被害対策につながるのか。

２）復興のために県産食材を学校給食への利用。国が決める基準値を許容して福
島に暮らしながらも、子供には極力リスクを低減させたいと考える親。お弁当ーいじ
めにつながらないか。県内で消費をしない農産物を県外で消費してもらう復興に向
けた活動はできないのでは？

３）仮置き場、あるいは敷地内（土壌中など）に「一時的に」保管している除染によっ
て生じた放射性廃棄物。予定通りに中間貯蔵施設に移動するのか。一定の基準以
下に放射性物質濃度が低減すれば地域で処理するということは想定できないの
か。

４）営農再開はどこまで行うのか。東京電力福島第一原発フェンスギリギリまで行わ
れる除染。農業は？

５）森林の除染は？許容する理由は何か？伝統的な食文化復活には必要ではない
のか？コストをどうするのか。

６）震災後４年にわたり休日でのボランティア活動による被災地での作業（家屋内片
付け、庭の草取り。。。）に携わる東京電力社員（幹部社員も含む）。震災後４年に
わたり外部から福島の危険性を論じる識者たち。福島に住む人々、住み続けなけ
ればならない人々の声はどちらに届いているのか？

何を考えるのか



あたかも農産物の放射性物質汚染は終わったかのような状況ではあるけれど。
お金でなんとか抑えているのが実情（大量のカリ資材の投入）。

賠償金がなくなったとき（迫っている）、従来通りの移行抑制対策を継続できな
い。
カリの供給を維持できないと基準越えを抑制できるかどうかの判断は難しい。


